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セラミックパークＭＩＮＯ飲食施設運営委託業務仕様書 
 

１ 委託業務名 

セラミックパークＭＩＮＯ飲食施設運営委託業務 

 

２ 委託業務期間 

２０２３年１２月１日から２０２５年３月３１日まで 

ただし、公益財団法人セラミックパーク美濃（以下、「財団」という。）が委託業務の履行内容が

良好と認める場合において、契約期間満了の６ヶ月前までに財団及び受託者が意思表示をしないと

きは、原則１年を単位に契約更新するものとする。 

※飲食施設の営業が２０２３年１２月１日から開始できない事情がある場合は、企画提案書で理

由を明らかにしてください。 

 

３ 事業目的 

  本事業は、セラミックパーク MINO（以下、「セラパーク」という。）において、財団が飲食施設の

運営を行い、セラパーク来館者の利便性、快適性の向上に資することを目的とする。 

 

４ 事業場所 

  多治見市東町４－２－５ セラミックパークＭＩＮＯ内飲食施設 

 

５ 業務内容 

委託する業務の内容は、食事又は喫茶のできる来館者向けの飲食施設の運営に関する業務とする。 

なお、飲食施設の運営においては、セラパーク内の事業、特に財団、美術館が実施する事業との

連携に努め、文化施設（美術館）が入居する施設にふさわしい運営に努めること。 

 

６ 営業日及び営業時間 

  （１）営業日 

 セラパーク休業日（年末年始（１２月２９日～１月３日））以外の日。 

※週１日の休業日を設けることができるが、休業日は岐阜県現代陶芸美術館の休業日に準ず

るものとする。 

  （２）営業時間 

午前１１時～午後４時 

※受託者の提案に基づき、上記以上の営業時間を設定できる。 
（３）臨時営業・休業 

    運営上、臨時営業が必要な場合は、事前に財団と受託者が協議の上、上記以外の日時に営

業及び休業するものとする。 

 

７ 経費負担等 

  （１）委託費 

     財団から受託者への委託費支払 なし 

（２）賃借料 

      財団から請求される施設使用に伴う賃借料を、受託者が負担すること。なお、支払い方法

及び時期については、財団の指示に従うこと。 

     ※参考：年額約１６０万円（使用する面積によって異なる。また、別途、高熱水費や消費 

税相当額等の経費も応募者の負担。） 

（３）光熱水費 

     受託者が負担すること。 

（４）通信費 

     電話等の通信機器の設置及びその使用料等は受託者が負担すること。 

（５）設備・備品等 

     別表「セラミックパークMINO飲食施設設備・備品リスト」にある岐阜県所有の設備及び備

品については、無償で貸与する。これらの設備や備品を修繕する場合は、受託者に瑕疵があ

る場合を除き、財団または県が費用を負担して行う。ただし、修繕・更新をしないと判断す

ることもある。 

（６）店看板・内装等 

飲食施設の看板の設置や内装の変更等は、事前に財団及び岐阜県と協議の上、受託者の負
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担で設置すること。また、退店時には受託者の負担で原状復帰すること。 

（７）その他 

飲食施設店内の清掃費、廃棄物処理費、その他運営に要する経費は、受託者が負担するこ

と。また、来客用トイレは飲食施設内のものを使用すること。 

 

８ 設備・備品等 

  （１）受託者が故意又は過失により、岐阜県所有の店内設備及び備品をき損し、又は滅失したと

きは、速やかに財団及び岐阜県に報告したうえでこれを弁償し、又は自己の費用で当該設備

備品等と同等の機能及び価値を有するものを購入し、若しくは調達すること。 

（２）岐阜県所有の備品等について、財団及び岐阜県が行う現物実査に協力すること。 

（３）受託者が店内の電気設備・機器を新設する場合は、事前に財団及び岐阜県と協議の上、受

託者負担で設置すること。また、退店時には受託者の負担で原状復帰すること。 

（４）受託者が厨房機器、客席家具、什器備品等の新たな設置を希望する場合には、事前に財団

及び岐阜県と協議の上、受託者の負担で設置すること。また、退店時には受託者の負担で原

状復帰すること。 

（５）受託者が内装を変更・追加等したい場合は、事前に財団及び岐阜県と協議の上、受託者の

負担で行うこと。また、退店時には受託者の負担で原状復帰すること。 

 

９ 物件管理 

（１）受託者は、「セラミックパーク MINO条例」等、財団及び岐阜県が定める規則を遵守するほ

か、善良な管理者の注意をもって管理するとともに、常に良好な状態に保つこと。 

（２）受託者は、管理物件を本仕様書で定める業務以外の目的に使用してはならない。ただし、

あらかじめ財団及び岐阜県の承認を得たときは、この限りではない。 

 

１０ 営業許可及び衛生管理 

（１）受託者は、食品衛生法による営業の許可を受けること。なお、これに要する費用は受託者

の負担とする。 

（２）受託者は、食品衛生法に規定されている条項を順守し、飲食に起因する衛生上の危害の発

生防止に努めること。なお、万一、提供した飲食に起因する衛生上の危害等を与えたときは、

受託者の責任で一切の損害賠償及び慰謝に要する費用を負担すること。 

 

１１ メニュー及び料金 

   飲食施設で提供する飲食物等のメニュー及び料金については、事前に財団へ報告すること。な

お、契約期間中にメニュー及び料金を変更する場合も、同様とする。 

 

１２ 緊急時の対応等 

契約期間中、食中毒の発生などの緊急事態が発生した場合は、受託者は速やかに財団及び岐阜

県に通報のうえ、必要な措置について協議すること。 

 

１３ 立入点検等 

（１）財団及び岐阜県は、建物保全、衛生、防犯、防火、救護その他建物管理上必要があるとき

は、予め受託者に連絡した上で、店内に立ち入り、点検し、又は必要な措置を講ずることが

できる。ただし、非常の場合は、連絡なしに立ち入ることができるものとする。 

（２）財団及び岐阜県は、必要があるときは、受託者に対して報告をさせ、又は事務所等に立ち

入り、関係帳簿類、その他の物件を検査し、若しくは関係者に質問を行うことができるもの

とする。 

 

１４ 保険 

受託者は、本契約期間中の不測の災害事故等に備え、必要な火災保険契約及び各種損害保険に 

加入し、本契約期間中これを継続すること。なお、保険に関する費用は受託者の負担とする。 

 

１５ 業務実施体制 

（１）本業務委託を統括する業務責任者１名及び火元責任者を配置すること。なお、業務責任者

と火元責任者は、業務に支障を生じない限り、兼任することができる。 

（２）財団が必要と認めたときは、受託者は、従事者の健康診断結果若しくは腸内細菌検査結果

を財団に報告するものとする。 

（３）業務責任者は、財団との協議・連絡を密に行い業務を進め、業務実施に必要な人員、体制
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の確保を行うこと。 

 

１６ 売上等の報告 

受託者は、委託業務により生じた毎月の売上金額及び飲食施設利用者数を、その翌月の１０日（そ

の日が休業日に当たるときは、その翌営業日）までに財団に報告するものとする。 

 

１７ 業務完了後の提出書類 

  受託者は、本業務完了後、速やかに委託業務完了届を提出すること。 

 

１８ 業務の適正な実施に関する事項 

（１）関係法令の順守 

   受託者は、食品衛生法、労働基準法、労働関係調整法、最低賃金法、その他関係法令を遵守す

ること。 

（２）業務の一括再委託の禁止 

受託者は、受託者が行う業務を一括して第三者に委託し、又は請け負わせることができない。

ただし、業務を効率的に行う上で必要と思われる業務については、財団と協議の上、業務の一部

を委託することができる。 

（３）個人情報の保護 

  受託者が当業務を行うに当たって個人情報を取り扱う場合には、財団の個人情報保護に関する

規程に基づき、その取扱いに十分留意し、漏えい、滅失及びき損の防止その他個人情報の保護に

努めること。 

（４）守秘義務 

受託者は、委託業務を行うに当たり、業務上知り得た秘密を他に漏らし、又は自己の利益のた

めに利用することはできない。また、委託業務終了後も同様とする。 

 

１９ 業務の継続が困難となった場合の措置 

財団と受託者との契約期間中において、受託者による業務の継続が困難になった場合の措置は、

次のとおりとする。 

（１）受託者の責に帰すべき事由により業務の継続が困難となった場合 

受託者の責に帰すべき事由により業務の継続が困難となった場合には、財団は契約の取消しが

できる。この場合、財団に生じた損害は、受託者が賠償するものとする。なお、次期受託者が円

滑かつ支障なく当事業の業務を遂行できるよう、引き継ぎを行うものとする。 

（２）その他の事由により業務の継続が困難となった場合    

災害その他不可抗力等、財団及び受託者双方の責に帰すことができない事由により業務の継続

が困難となった場合、業務継続の可否について協議するものとする。一定期間内に協議が整わな

い場合、それぞれ、事前に書面で通知することにより契約を解除できる。 

なお、委託期間終了若しくは契約の取消しなどにより次期受託者に業務を引き継ぐ際は、円滑

な引き継ぎに協力するとともに、必要なデータ等を遅滞なく提供すること。 

 

２０ 不当介入における通報義務 

（１）妨害又は不当要求に対する通報義務 

受託者は、契約の履行にあたって、暴力団関係者等から事実関係及び社会通念等に照らして合

理的な理由が認められない不当若しくは違法な要求又は契約の適正な履行を妨げる妨害を受けた

ときは、警察へ通報しなければならない。 

（２）受託者は、暴力団等による不当介入を受けたことにより、履行期間内に業務を完了することが

できないときは、財団に履行期間の延長変更を請求することができる。 

 

２１ その他 

（１）業務の実施にあたっては、財団と緊密な連絡を取り、その指示に従うこと。 

（２）本仕様書により難い事項については、その都度財団と協議の上進めること。 


